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第１ 趣旨

脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関す

る法律（平成２２年法律第３６号。以下「法」という。）の施行及び建築物における

木材の利用の促進に関する基本方針（令和３年１０月１日木材利用促進本部決定。

以下「基本方針」という。）の制定に伴い、同法に定める木材製造の高度化に関する

計画（以下「木材製造高度化計画」という。）の認定、林業・木材産業改善資金助成

法（昭和５１年法律第４２号）の特例措置、森林法（昭和２６年法律第２４９号）

の特例措置、木材の生産に関する試験研究に係る認定審査の留意事項、認定事業者

に対する報告徴収等を定めるものとする。

第２ 木材製造高度化計画の認定

１ 木材製造高度化計画の申請書類

（１）脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に

関する法律施行規則(平成２２年農林水産省令第５１号。以下「規則」という。)

第２条第２項第４号に定める開発行為に係る森林の位置図及び区域図並びに開

発行為に関する計画書は、森林法第１０条の２第１項の規定による開発行為（以

下「開発行為」という。）に係る森林の所在地を管轄する都道府県知事が条例、

規則、要領等に定める開発行為の審査に必要な書類とする。なお、開発行為を

しようとする者が法人でない団体である場合には、代表者の氏名並びに規約そ

の他当該団体の組織及び運営に関する定めを記載した書類を添付するものとす

る。

（２）法第１８条第２項に定める軽微な変更の届出の様式は、別記様式第１号とす

る。

２ 木材製造高度化計画の審査に当たっての留意事項

農林水産大臣は、木材製造高度化計画の認定及び変更の認定に当たっては、以

下の点に留意して審査を行うものとする。

（１）木材製造の高度化の目標

木材製造の高度化（以下「高度化」という。）に取り組む結果、公共建築物の

整備の用に供する木材の供給の担い手として十分な能力を有する木材製造業者

となることを明示するため、製造する木材の種類ごとの寸法精度、乾燥度合等

品質・性能、適切な規模・生産能力の施設及び合法性等が証明された原木等の

調達・管理を含めた安定供給の体制及びこれらを達成するために必要な人材の

確保等について具体的に記載されていること。

（２）高度化の内容



ア （１）の目標達成に向け、以下の事項についての現状と高度化の実施期間（以

下「実施期間」という。）内の年度別の取組について、具体的に記載されてい

ること。

(ｱ) 木材の製造の用に供する主な施設・機械の種類及び規模、並びにその施設

・機械によって製造される木材の品質・性能の特性が記載され、次の具体的

な措置が講じられること。

① 公共建築物の整備に適した品質・性能を有する木材を安定的に供給でき

ること。

② 品質・性能を確認するために必要な含水率測定用具等製造する木材の種

類に応じた機械器具が整備されること。これら設備を自らが保有しない場

合には、検査機関との連携等によりこれを補完する措置が講じられること。

③ ホルムアルデヒド発散建築材料として規制の対象となっている木材を製

造する場合はＪＡＳ認定等を取得すること。その他シックハウス対策につ

いては業界団体等の自主的な表示制度の取組や専門機関の所見等を踏まえ

た具体の措置が講じられること。

(ｲ) 原木及び一次製品の調達及び製造品の管理に当たっては、国等による環境

物品等の調達の推進等に関する法律（平成１２年法律第１００号）第６条第

２項２号に規定する特定調達物品等に該当するための「判断の基準」及び林

野庁が策定した「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイ

ドライン」を踏まえた合法木材の使用に係る次の具体的な措置が講じられる

こと。

① 原木等の調達に当たっては合法性等に係る証明（認証）のある木材が確

保されること。

② 事業所内において証明（認証）がある木材とこれがない木材との分別管

理の体制等についての措置がされること。

(ｳ) 製造する木材の種類に応じて、シックハウス対策も踏まえた品質・性能の

確保に必要な研修実績、取得資格等を有する人材が確保されること。

(ｴ) その他（１）の目標を達成するために必要な措置が講じられること。

イ アに係る高度化の取組に必要な実施体制が整備されること。

ウ 高度化の目標と内容との整合性がとれていること。

エ 高度化の目標を達成するために、十分な実施期間が設定されていること。

オ 高度化を実施するために必要な資金の額とその調達方法が適切であること。

（３）開発行為に係る内容

施設の整備のために開発行為を行おうとする場合、当該開発行為に係る森林

の所在地を管轄する都道府県知事が条例、規則、要領等に定める開発行為の許

可基準に適合していること。

３ 認定結果の通知

（１）農林水産大臣は、申請のあった木材製造高度化計画を認定した場合にあって

は別記様式第２号により、認定しなかった場合にあっては別記様式第３号によ

り、それぞれ申請者に通知するものとする。



（２）農林水産大臣は、法第１７条第４項の規定に基づいて都道府県知事に協議し

た場合、認定結果を別記様式第４号により協議した都道府県知事に通知するも

のとする。

第３ 林業・木材産業改善資金助成法の特例

（１）特例の対象者

林業・木材産業改善資金助成法第３条第１項に定める林業従事者等であって、

認定木材製造業者であるものとする。

（２）貸付けの条件

認定木材製造業者が、林業・木材産業改善資金を借り受ける場合においては、

その償還期間は、林業・木材産業改善資金助成法第５条第１項の規定にかかわら

ず、１２年以内（３年以内の据置期間を含む。）とする。

（３）貸付資格の認定

林業・木材産業改善資金の貸付けを受けようとする認定木材製造業者は、第２

の３に定める木材製造高度化計画に係る認定通知書の写しを都道府県知事が定め

る林業・木材産業改善資金の貸付資格の認定申請書に添え、都道府県知事に提出

して、当該貸付けを受けることが適当である旨の認定を受けるものとする。

（４）留意事項

木材製造高度化計画の認定を受けたとしても、林業・木材産業改善資金の貸付

けを必ず受けられるとは限らないことに留意するものとする。

第４ 森林法の特例

（１）特例の対象者

認定木材製造高度化計画に従って法第１７条第２項第３号の施設を整備するた

めに開発行為を行おうとする認定木材製造業者とする。

（２）特例の内容

認定木材製造業者が認定木材製造高度化計画に従って法第１７条第２項第３号

の施設を整備するために開発行為を行う場合は、森林法第１０条の２第１項の許

可があったものとみなすことから、改めて都道府県知事の許可を得る必要はない。

なお、上記の開発行為を行う場合において、森林法第１０条の２第１項の許可に

関して都道府県知事が条例、規則、要領等に定める完了検査等の取扱いは、同項

の許可を受けた場合と同様とする。

（３）留意事項

開発行為を含む木材製造高度化計画を申請しようとする者は、審査等を迅速か

つ円滑に行う観点から、当該開発行為に係る森林の所在地を管轄する都道府県に

対し、当該開発行為に関する申請について、事前の相談等を行うものとする。

第５ 公共建築物に係る建築用木材の生産に関する試験研究に係る認定審査における留

意事項

脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関す



る法律施行令(平成２２年政令第２０３号）第３条第２項に規定する試験研究に係る

認定に当たっては、以下の点に留意して審査を行うものとする。

（１）認定を受けようとする試験研究が、特定の事業者の利益に直接結びつかない公

共性・公益性の高い取組であること。

（２）認定を受けようとする試験研究が、公共建築物における木材利用の促進の観点

から、波及効果が見込まれるものであること。

（３）認定を受けようとする試験研究が、申請書に記載された国有の試験研究施設を

使用することが特に必要であることについて、合理的に説明されているものであ

ること。

（４）認定を受けようとする試験研究が、申請書に記載された国有の試験研究施設側

の施設能力や日程の都合等から、受入れ可能であるかについて、事前に国有施設

管理者と調整が図られているものであること。

（５）認定を受けようとする者が、人員や設備、実績等から、その認定を受けようと

する試験研究を行うために必要な技術的能力を有していると判断されること。

第６ 認定事業者に対する報告徴収

１ 報告徴収

（１）認定事業者は、法第３２条に基づく実施状況の報告を別記様式第５号により

行うものとする。

（２）（１）の報告は、実施期間内の毎年度の実績を記載し、翌年度の５月末日まで

に提出してするものとする。ただし、実施期間最終年度においては、実施期間

の終了の日から起算して２か月を経過した日までに提出してするものとする。

２ 認定事業者に対する指導及び認定の取消し

（１）農林水産大臣は、報告徴収等により、認定後１年を経過してもなお高度化に

着手していないなど、高度化が適切に実施されていないと認められる場合には、

認定事業者に対し適切な指導を行うものとする。

（２）（１）の指導を行ったにもかかわらず、なお事業に着手しないなど高度化計画

の適切な実行が見込まれない場合には、行政手続法等関係法令により手続をし、

法第１８条第３項の規定に基づき認定を取り消し、その旨を別記様式第６号に

より認定事業者に通知するものとする。

（３）（２）の取消しを行う場合であって、当該認定高度化計画が法第１７条第４項

の規定に基づいて都道府県知事に協議したものである場合は、農林水産大臣は

取消しの結果を別記様式第７号により協議した都道府県知事に通知するものと

する。


